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２０１０年核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運用検討会議 
概要と評価 

平成２２年５月２８日 
外務省 

 
 ５月３日から２８日まで，ニューヨーク国連本部において，２０１０年ＮＰＴ運用検討会

議が開催された。議長はカバクチュラン・フィリピン国連常駐代表が務め，我が国から福山

哲郎外務副大臣（首席代表），須田軍縮代表部大使，阿部外務省参与，小溝在ウィーン国際機

関代表部次席大使他が出席した。また，中根在ウィーン国際機関代表部大使が主要委員会Ⅲ

議長を務めた。 
 
１ 今次会議の成果と問題 
（１）今次会議では，ＮＰＴの３本柱（核軍縮，核不拡散，原子力の平和的利用）それぞれ

について，条約の運用のレビューと将来に向けた具体的な行動計画（要旨別添）を含む最

終文書が採択された（前者については合意に至らず，議長の責任によるペーパーとしてテ

ークノートされ，後者については会議の合意文書として採択）。 
 
（２）今次会合の成果としては，（ａ）中東決議の実施に関する現実的な措置（例：２０１２

年の国際会議開催を支持）につき合意したこと，（ｂ）核軍縮につき「明確な約束」が再

確認されたこと，（ｃ）具体的な核軍縮措置につき核兵器国が２０１４年のＮＰＴ運用検

討会議準備委員会に進捗を報告するよう核兵器国に要請したこと，（ｄ）「核兵器のない世

界」の達成に向けた直接的な言及が盛り込まれたことが挙げられる。 
 
（３）他方，課題としては，イラン問題に関する言及が無く，かつ条約の遵守，脱退につい

ての言及が弱かったこと，核不拡散措置につき小幅の進展に留まったこと等が挙げられる。 
 
（４）最終文書の概要は以下のとおり。 
ア 条約の運用のレビュー 
カバクチュラン議長の責任において作成された，条約の運用のレビューに関する文書がテ

ークノートされた。特に，（i）北朝鮮について，北朝鮮の核実験実施発表に対する強い非難

が，また（ii）脱退問題については，国際社会の迅速な対応の必要性や国連安保理の責任，

脱退前に脱退国に移転した原子力資機材の変換に係る措置が言及され，（iii）機構問題に関し

ては，運用検討プロセスのあり方を今後協議することの必要性が確認された。 
 
イ 行動計画 

 ２０００年運用検討会議の最終文書と比較して，特筆すべき新たな要素は以下のとおり。 
（ア）核軍縮 
①２０００年の「明確な約束」を再確認 
②核兵器の使用における国際人道法等の遵守の必要性を再確認 
③不可逆性，検証可能性及び透明性の原則の確認 
④核兵器国が迅速に関与するよう要請される具体的核軍縮措置を例示（核兵器の役割の更
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なる低減等） 
２０１４年のＮＰＴ運用検討会議準備委員会へ報告を要請 

⑤核兵器国による標準化された定期報告の様式に関する迅速な合意を奨励 
⑥軍縮不拡散教育に関する国連事務総長勧告の実施を奨励 

（イ）核不拡散 
① 北朝鮮に対し，２００５年の六者会合「共同声明」で求められている義務の履行等を

強く要請 
②ＩＡＥＡ追加議定書のすべての未締結国に対する可及的速やかな締結を奨励 
③ＩＡＥＡが各国の国内計量管理制度整備を支援することを奨励 

（ウ）原子力の平和的利用 
① ＩＡＥＡの活動に対し，今後５年間で１億ドルの追加拠出を奨励 

② 原子力発電を含む原子力エネルギーの開発にあたり，保障措置，原子力安全及び核セ

キュリティへのコミットメント及び実施の確保 

③ 核燃料サイクルに関する多国間アプローチについての議論をＩＡＥＡの場で継続 

（エ）中東決議 
国連事務総長及び中東決議共同提案国（米英露）の召集による，すべての中東諸国が参

加する中東非大量破壊兵器地帯設置に関する国際会議の２０１２年開催を支持 
 
 
２ 経過 
（１）手続事項の採択に時間を費やした２００５年ＮＰＴ運用検討会議と異なり，同事項に

ついては早い段階で問題なく合意し，実質事項の議論に移ることができた。また，議長に

より最終文書案が早い段階で提示されるなど，前半は順調に推移した。 
（２）文言交渉が本格化するにつれて，核兵器国と非核兵器国，先進国と途上国といった締

約国や地域グループ間の立場の違いが鮮明になり，対立が先鋭化した。 
（３）最終局面において，核軍縮，脱退・機構，ＩＡＥＡ追加議定書，中東決議といった大

きな対立点について，複数の調整役を任命。各国が粘り強く交渉し，歩み寄った結果，最

終文書の合意につながった。 
 
３ 我が国の対応 
（１）我が国からは，福山外務副大臣が首席代表として一般討論に出席し，５月４日に，日

豪共同提案に盛り込まれた具体的な核軍縮措置，追加議定書普遍化の推進，北朝鮮やイラ

ンの核問題の解決，原子力の平和的利用のための国際協力の重要性を強調する演説を行っ

た。また，福山副大臣は，潘基文国連事務総長，テ・ヒューヒューＮＺ軍縮・軍備管理担

当大臣，スミス豪外相，マルティ・インドネシア外相，ホイヤー独外務副大臣，リャプコ

フ露外務次官及び天野ＩＡＥＡ事務局長と二国間会談を実施し，我が国は３本柱をバラン

スよく強化するために今次会議で最大限努力する旨述べ，我が国の提出した作業文書に対

する支持を求めつつ，これら関係国・国際機関と緊密に協力していくことで一致。 
（２）我が国は，日豪共同提案（核軍縮・不拡散），ＩＡＥＡ保障措置の強化，技術協力，軍

縮・不拡散教育に関する４本の作業文書を提出し，多くの国から支持と評価を得て，文言

交渉に対して有益な材料を提供した。また，核兵器国やＮＡＭ等の関係国との調整や，主
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要委員会及び補助機関の議長に対し，具体的な文言を提案する等，最終文書の合意に向け

て貢献した。また，北朝鮮の核問題に関する強いメッセージが最終文書に反映されるよう，

米国及び韓国と緊密に連携し，中国，露，議長と協議を行った。 
（３）会議の最終段階で，岡田克也外務大臣のイニシアティブにより，豪，墺，独，韓国の

外相及びＮＺの軍縮・軍備管理担当大臣とともに，今次会議での合意形成に向けて，国際

社会の結束を呼びかける緊急閣僚声明を発出した。 
（４）中根ウィーン国際機関代表部大使は，主要委員会Ⅲの議長として，各国と意見調整を

行いつつ，原子力の平和的利用に関する同議長の報告書案を作成し，最終文書の作成に貢

献した。 
 
４ とりあえずの評価 
（１）最終文書合意の意義 

ア 核兵器国と非核兵器国（特にＮＡＭ），先進国と途上国等の立場の違いは依然として克

服されていないが，前回会合と同様の結果は許されないとの強い危機感が共有される中，

各国による歩み寄りの結果，合意が図られたもの。危機に直面するＮＰＴ体制を救った

意義は大きい。 

イ ＮＰＴ３本柱の各分野（核軍縮，核不拡散，原子力平和利用）について，具体的行動計

画に合意できたことは，２０００年の最終文書を超える大きな成果。 

ウ 我が国が提出した４本の作業文書の内容は最終文書に広く反映されており，合意形成に

重要な貢献を果たした。 

エ 各締約国が，多国間協調主義に基づき，この行動計画を着実に実施していくことにより，

ＮＰＴを基礎とする国際的な核不拡散体制が強化されることが期待される。我が国とし

ては，核軍縮関連措置を始めとする行動計画の進捗状況を注視しつつ，核兵器国等に実

施を働きかけていく必要あり。 

 
（２）最終文書の合意に至った要因 
ア 最終文書に合意できなかった２００５年ＮＰＴ運用検討会議を受けて，今次会議では，

最終文書に合意すべきとの各国の強い政治的意思が見られた。特に，米国が建設的な対

応を行い，その他の核兵器国，エジプトを始めとするＮＡＭ，非核兵器国が協調の精神

で歩み寄った結果，最終文書合意に至った。 
イ オバマ大統領のプラハ演説を契機とする，核軍縮に向けた機運の高まりが見られ，さら

に米露による新ＳＴＡＲＴ条約署名や，米の核兵器保有数及び削減規模に関する情報公

開措置発表，インドネシアのＣＴＢＴ批准手続の開始表明，英の保有弾頭数の発表等の

具体的な動きが，会議の成功に向けて追い風となった。 
ウ カバクチュラン議長，各主要委員会（含む中根議長）及び補助機関の議長が緊密に連携

し，関係国との協議を十分に行う等，最終日まで周到な準備を行った。 
 

（了） 


